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研究成果の概要（和文）：本研究は，開発組織を対象として，オフィス空間の物理的特性がそこ

で働く者のコミュニケーション・パターンにどのような影響を及ぼすかということを実証的に

明らかにした．より具体的には，職務遂行上で重要な内容に関するコミュニケーションについ

て，①組織メンバーの物理的距離が隔たるほど対面コミュニケーションの発生回数は劇的に低

下すること，②距離が隔たることによる対面コミュニケーションへの影響は組織設計によって

減じることはできないこと，等を明らかにした． 
 
研究成果の概要（英文）：This study empirically shows the relation between physical features 

of the office space and communication patterns. Major findings are as follows. 1. The 

frequency of face to face communications decreases intensely by the distance of the 

organization member. 2. The influence of the distance cannot be decreased by the 

organization design. 
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１．研究開始当初の背景 
本研究は，オフィス空間の特徴が，組織メン

バーのコミュニケーション・パターンに及ぼ

す影響に注目している．本研究がこのような

関係に注目を向けた理由は以下の２つであ

る．すなわち，（１）オフィス空間の物理的
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な特徴は，公式組織とならぶ主要な組織設計

変数であること，（２）日本における計量的

な実証研究が不足していること，の２つであ

る．以下，それぞれについて説明する． 

 
（１） 

まず本研究がこのような分析に注目した理

由の１つは，オフィス空間の物理的特徴は経

営学の領域で必ずしも十分な注目を集めて

きた分野ではないことである．オフィス空間

の物理的特徴とコミュニケーション・パター

ンについては，Herbert A. Simon がその著書

Administrative Behavior の中で「物理的な

近接性はコミュニケーションの頻度を決定

する実際の要因である．それゆえ，オフィス

のレイアウトは，コミュニケーション・シス

テムを決定する際に重要な公式的要因のひ

とつである」(Simon, 1997, p.211)と指摘して

いたように，経営学者たちもそれが重要であ

るという認識は有していた問題であると言

える．しかしながら，経営学者，とりわけ組

織論の研究者はオフィス空間の諸特徴がも

たらす効果については十分な注意と実証努

力を積み重ねてきたわけではないのである

(Becker, 1981; Zalesny et al., 1985)． 

 
（２） 

われわれがオフィス空間の物理的な特徴に

注目する第 2 の理由は，少なくとも日本国内

の経営学領域に限ってみればこの問題領域

における計量的な実証研究がほとんど行わ

れていないことである．数少ない実証研究は，

個別企業の事例研究が中心である．この問題

領域において，より充実した研究知見をもた

らすには，事例研究とペアになる計量的な実

証研究が必要であると思われるのである． 

本研究でこうした問題領域に注目を向けた

のは，日本におけるこの問題領域における研

究が定性的な研究が中心であったというこ

とだけではない．これまでの先行研究は欧米

を中心として行なわれてきたということに

もある．たとえば，Allen(1977)がアメリカの

ハイテク企業の研究所を対象として行なっ

た調査などがその代表例である．しかし，空

間とコミュニケーション・パターンは，たと

えば適切な物理的距離の取り方など，文化の

違いにより国ごとに異なる可能性があるた

め，日本における実証研究を行なうことで，

先行研究とは異なる知見が見出される可能

性がある．たとえば，Hall(1959; 1966)の一

連の研究に見られるように，文化間によって

適切な対人距離には違いがあるとされてい

る(Watson and Graves, 1966)．このように考

えるならば，日本におけるオフィス空間の特

徴とコミュニケーション行動の関係を実証

的に明らかにする作業に意味があるものと

思われるのである． 

このような理由から本研究では，オフィス空

間の特徴と組織メンバーコミュニケーショ

ン・パターンに注目した実証研究を進めるこ

ととしたのである． 

 

 
２．研究の目的 

本研究は，研究開発組織を対象として，①オ

フィス空間の物理的特性がそこで働く者の

コミュニケーション・パターンにどのような

影響を及ぼすかということと②彼（女）らの

コミュニケーション・パターンと生産性（た

とえば，論文数や特許数を想定している）と

の関係を，主として計量的な実証分析を行な

い明らかにすることを目的としている． 

 
３．研究の方法 

本研究は，以下の 2 つの手法を用いて進めら

れている． 



 

 

 
（１）質問票調査から得られたデータの分析 

我々が 2005 年に日本企業 2 社のホワイト・

カラー（合計約 200 名）を対象として行なっ

た質問票調査によって得られたデータを用

いて計量的な分析を行なう． 

 
（２）関連領域の文献レビュー 

経営学，社会心理学，環境心理学，建築学，

等を中心に，オフィス空間の物理的特徴と組

織メンバーのコミュニケーション・パターン

に関する研究の文献レビューを行なう．文献

レビューを通じて，今後追究すべき研究課題

を明らかにする． 

 

 
４．研究成果 

 
本研究の成果は（１）実証研究と（２）先行

研究のレビューの 2 つからなる．以下で，そ

れぞれ説明する． 

 
（１）実証研究 

国内電機メーカーの関連会社 1社に対して行

なった質問票調査のデータの再分析を行な

った．同調査の主たる回答者は，開発部門に

所属するホワイト・カラーである．この分析

を通じて，以下の知見を明らかにした．①組

織メンバーの物理的距離が隔たるほど対面

コミュニケーションの発生回数は劇的に低

下することと②電話は距離を隔てた者との

コミュニケーション手段になりうるのに対

し，電子メールは距離とは無関係に利用され

ること，の 2 点である．以下で具体的に説明

しよう． 

 
①組織メンバーの物理的距離と対面コミュ

ニケーションの発生回数 

距離と対面回数のみの関係を図示した図 1を

見ながら，人員間の距離がもたらす影響につ

いてより具体的に検討することにしよう．図

1 には縦軸に対面回数，横軸に距離を取って

いる．図 1 から明らかなように，距離が大き

くなると，対面回数が劇的に減少している．

ここで，実際に得られた回帰式（対面回数＝

－1.444×Ln(m)＋11.700）を用いて計算して

みると，距離が 1 メートルの時には約 11.7

回の対面コミュニケーションが 1 週間に発生

しているのに対し，相手との距離が 60 メー

トルになると，対面回数は約 5.8 回とほぼ半

減していることがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１距離と対面コミュニケーションの関係 

 
通常，距離を隔てるほど対面コミュニケーシ

ョンは発生しにくくなると想定される．それ

ゆえ，ここでの発見事実は我々の直感に反す

るものではないように思われる．しかしなが

ら，ここで注目を向けてもらいたいポイント

は，①本研究では回答者たちが交わしたコミ

ュニケーションの内容について仕事を進め

る上で重要な情報と限定をおいていること

と②こうした関係は，回答者が同じ組織ユニ

ットに所属する場合でも確認される，という

2 点である．すなわち，職務遂行にとって必

要なコミュニケーションであっても，距離と

ともに対面コミュニケーションの発生回数

は減少していくのである．また，距離ととも
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に対面回数が減少していくという関係は組

織設計によって解消できる問題ではない，と

いうことが明らかになったのである． 

 
②他のメディアの利用 

距離とともに職務遂行にとって重要な内容

を含む対面コミュニケーションですら減少

するならば，職務を遂行するために他の何ら

かの手段を用いてコミュニケーションを取

りあう必要があると思われる．そこで，本研

究では，電話と電子メールを用いたコミュニ

ケーションについても検討を行なった．その

結果明らかになったのは，以下の 2点である．

（ア）電話回数は距離が 100 メートル程度に

なるまで急激に増加し，その後は緩やかに増

加している．実際に得られた回帰式（電話回

数=0.457×Ln(m)＋0.025）を用いて計算する

と，相手との距離が 1 メートルの際には約

0.03 回と電話によるコミュニケーションが

ほぼ取られていないのに対し，25 メートル離

れると約 1.5 回に増加する．（イ）電子メール

に関しても，人員間距離と電子メールの往復

数の間には有意な関係は見られなかった．す

なわち，距離が増えたからといって電子メー

ルのやりとりは増えたり減ったりせず，また

距離が近くなったからといって電子メール

のやりとりが減ることがない，ということで

ある．また，電子メールの往復数は対面回数

とも電話回数とも正の有意な相関を示して

いる．つまり，対面回数の多い人とは電子メ

ールの往復数も多く，電話の回数の多い人と

は，やはり電子メールの往復数も大きいとい

うことである．さらに，対面回数は距離と負

の関係があり，電話回数は距離と正の関係が

あることを踏まえると，近くに配置されてい

る相手とは，対面もしくは電子メールでコミ

ュニケーションを取り，遠くに配置されてい

る相手とは，電話もしくは電子メールでコミ

ュニケーションを取る傾向にある，というこ

とが示されるのである．すなわち，電話は対

面コミュニケーションの代替手段となりう

るが，電子メールに関しては，そうした手段

とはなりえないということなのである．すな

わち，電子メールは距離が隔たるほど減少し

てく対面コミュニケーションを補う効果を

持っていないということが明らかになった

のである． 

 
③今後，追究すべき研究課題 

本研究からは，仕事を進める上で重要なコミ

ュニケーションであっても，①距離ともにそ

の発生頻度は減少し，②組織設計による対応

や他のメディアでは十分に補うことができ

ない，という点が明らかになったのである．

それゆえ，組織メンバー同士がコミュニケー

ションを取りあうためには，他の方法を検討

する必要があると思われる．その方法の一つ

として，たばこ部屋や社員食堂などの〈たま

り場〉の設計が考えられる．定性的な研究で

は，こうした〈たまり場〉が，組織ユニット

を横断したコミュニケーションの場となる

という知見が提出されている．すなわち，距

離を隔てた者同士のコミュニケーションの

場となりうることが示されているのである．

こうした知見は，本研究にとって示唆に富む

と思われる．今後は，〈たまり場〉の効果に

ついて計量的な実証研究を行なっていきた

い． 

 
（２）先行研究のレビュー 

本研究では，オフィス空間の物理的な特徴と

組織メンバーのコミュニケーション・パター

ンに関する先行研究に関する文献研究を行

なった．この文献研究を通じて，①先行研究

によって提出された研究知見の見取り図を

作成し，②今後追究すべき研究課題の提示を



 

 

行なった． 

 
①先行研究の研究知見 

・ 欧米で行われた研究が，主として（ア）

組織メンバー間の距離とコミュニケーシ

ョン・パターンの変化に注目した研究と

（イ）オフィス空間の開放性とコミュニ

ケーション・パターンの変化に注目した

研究であることが明らかになった． 

・ オフィス空間の物理的特徴が組織メンバ

ーのコミュニケーション・パターンに与

える影響について実証的に考察した研究

がわが国でも創始されつつある．わが国

における研究では，（ア）欧米で行われた

先行研究と同様の知見が提出されている

こと，（イ）距離や空間の開放度がコミュ

ニケーション・パターンにもたらす影響

について欧米の研究とは異なる新たな知

見が導出されていること，が明らかにな

った． 

 
②今後追究すべき研究課題 

先行研究の整理を通じて，わが国においても，

欧米での先行研究や本研究と同種の研究関

心を有した研究が創始されていることが明

らかになったのである．こうした研究は徐々

に欧米において行なわれた先行研究とは異

なる興味深い研究知見を蓄積しつつあるの

だけれども，実証的にも興味深い未開拓の研

究領域が多く残されているように思われる

のである．そうした未開拓の領域のうち，今

後追究すべき研究課題として以下の 2点が指

摘できる．  

ひとつには，オフィス空間の設計以外の変数

に着目を向けることである．オフィス空間と

コミュニケーション・パターンに関する研究

では，独立変数としてオフィス空間の設計に

のみ注目を向けてきたように思われる．すな

わち，先に紹介した建築決定論と同種の枠組

みを有した研究を蓄積してきていると思わ

れるのである．しかしながら，コミュニケー

ション・パターンに影響を与える変数は，他

にも多数存在する（Gifford，2002）．たとえ

ば，従業員の特性（経験や性格，能力）やタ

スク内容（Duffy, 1974a; 1974b; Hatch, 

1987），タスクの忙しさ（Sutton and Rafaeli，

1987），役職の有無（Sundstrom, Herbert 

and Brown, 1982），オフィス空間自体への慣

れ・職場集団への社会化の程度（阿部，2008）

などが指摘されている．これらの要因をモデ

レータ変数として分析に組み込むことによ

って，建築決定論の枠組みにとどまらず，経

営学，とりわけ経営組織論の研究にとって，

より有益な知見を提供できるものと思われ

る． 

 いまひとつには，オフィス空間の設計とパ

フォーマンスとの関係を明らかにすること

が課題である．すなわち，オフィス空間の設

計と成果変数との関係を明らかにする必要

があると思われるのである．Gifford が指摘

するように，ホワイト・カラーのパフォーマ

ンスを正確に測ることが難しい．それゆえ，

オフィス空間の設計が実際の職務遂行の際

のパフォーマンスに及ぼす影響について考

察を加えた研究はほとんど存在していない

という課題が残されているのである．本研究

はこの課題に着手することを目的として創

始されたが，十分な実証結果を得ることがで

きなかった．Gifford の包括的なレビューに

おいては，数少ない事例として，退職率や転

職といった間接的な指標とオフィス空間の

設計との関係について分析した実証研究が

存在していることが示されている．今後はよ

り直接的な指標を用いた分析を行うために

研究知見を蓄積する必要があると思われる． 
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